
平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 個

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

198 359 95 3 3 3

生活文化課長
菅原　信

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 200 364 97

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 209 353 98

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,671 11 3 1 3 2

生活文化課長
菅原　信

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1,634 12 5

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 1,592 18 1

近隣市
状況

■ ■ □ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

14 30 16 3 3 3

企画調整課長
森山　義雄

□ □ （ 種 別 ） （ 時 間 ） （ 表 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 14 30 16

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 種 別 ） （ 時 間 ） （ 表 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 14 30 16

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 種 別 ） （ 時 間 ） （ 表 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

511 87 17.03 2 4 3

総務課長
坂東　正樹

□ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 525 96 18.29

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 547 102 18.65

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

対象 制定・改廃される条例等

東 久 留 米
市 の 例 規
総 数 及 び
要 綱 の 総
数

審 査 し た
条 例 、 規
則 、 規 程
の件数

審 査 し た
条 例 、 規
則、規程/
条 例 、 規
則 、 規 程
の総数

手段
・

内容

条例等を主管する各課から提
出された条例、規則、規程及
び要綱について、決裁権者の
決裁を受ける前に、法令適合
性、用字用語、書式について
審査する。

1,851 1,851

有効性 効率性

評価：条例の作成手引の公開キャビネットへの掲載
や、職員への法制執務研修の実施により、職員全体
の法制執務能力の向上を図り審査業務の負担を軽減
し、また、法制支援システムのバージョンアップに
より作業の効率化を図った。

0

現状維持

達成度

個-04

総務課
法務・文書担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

議案等の立案請求について（昭和48年5月14日東久総庶発第19号）

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

条例等審査事務

要綱等

0

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
法令に適合した市民に分かり
やすい条例等の整備及び公表

小平市 東村山市 清瀬市

1,952 1,952

方向性：引き続き的確な審査に取り組む。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0 1,901 1,901

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：
 国が地方公共団体に対し、組織及び運営の合理化
に関する情報提供を行うために必要な資料を調製す
るもの。公共施設の状況による行政水準の分析・検
討を行うための参考資料としての活用が期待でき
る。

要綱等

2

対象

市が所有、または管理してい
る公共施設及び市の範囲内に
おいて市以外で管理する施設
等

公 共 施 設
状 況 調 査
の 対 象 と
な る 施 設
種別

調 査 票 の
作成時間

作 成 し た
調査表数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

個-03

企画調整課
根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

補助
事業

公共施設状況調査
事務

給付
事業

□ 該当

要綱等

小平市 東村山市 清瀬市

指定管理 その他（負担金 ）

2 2 118 120

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

地方自治法第252条の17の5第1項・第2項
2 2 117 119

意図
市の公共施設の現況を把握
し、国の要領に沿って調査票
を作成すること。

方向性：
　国からの調査依頼による調査票作成事務であり、
市で事業廃止の判断は不可能であるため継続とす
る。

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度)

□
給付
事業

地域国際化事業

補助
事業

外 国 人 登
録者

市内在住外国人対象

努力義務的根拠
法令
等

生活文化課
市民協働係

個-02

2 122 124

1,631 1,651

□ 該当

ボ ラ ン
テ ィ ア 登
録者数 27

政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

19年度より本調査がなくな
り、簡易調査を実施してい
る。

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名個別評価事務事業

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 施策体系外事務事業

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）指標

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

1,717

東久留米市外国語ボランティア派遣、あっせん事業実施要綱
20 20

1,253

清瀬市 西東京市

要綱等

政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

現状維持

指定管理 その他（協働協定による事業　　　　　　  ）

19

意図
市内在住の外国人にも市の情
報を分かりやすく提供する

方向性：
　市内在住の外国人が増加する傾向にあり、行政
サービスの多言語化や地域の多文化共生を進める必
要がある。
　一つの取組として、東久留米市で快適な生活がお
くれるよう、必要な情報を分かりやす提供する「生
活便利帳」を作成する。

要綱等

有効性 効率性 達成度

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：
 "評価：
 外国人のための生活便利帳は、外国人への生活情
報提供手段として定着してきている。
　翻訳通訳ボランティア制度は、増大する行政ニー
ズの中で、制度の周知と、利用しやすい制度の構築
が課題である。

清瀬市

行政補完的(改正実施年度　　年度)

該当

27 1,690

義務的

その他（　　　　　　　  ）

西東京市

手段
・

内容

市民

弁護士、税理士、司法書士、
社会保険労務士、行政書士、
土地家屋調査士、宅地建物取
引主任者による相談

派遣実績

19 1,234

小平市 東村山市

自主的

行政補完的(改正実施年度　　年度) ・市の窓口等での通訳や市政情
報の翻訳通訳などにボランティ
アを派遣する
・外国人のための生活便利帳を
作成し情報提供を行う
・在住外国人の日本語教育の場
を協定で提供する
・北多摩ブロックでの情報提供
の仕組みの検討

個-01

根拠
法令
等

自主的
生活文化課
市民相談・施設係

市民相談事業

小平市

給付
事業

142

その他（　　　　　　　  ）

その他（　　　　　　　  ）

要綱等

要綱等

指定管理

政 策 的(改正実施年度　　年度)

該当

対象

意図

□ 該当

義務的 努力義務的

東村山市

方向性：市民ニーズも高く、市民の困りごとに対す
る身近な相談場所として、専門性の高い回答を得ら
れる貴重な場として今後も継続実施していく。

前年度において

示した方向性

有効性 効率性 達成度

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

評価：市民相談事業は、表示登記相談・登記相談・
税務相談・交通事故相談・不動産相談・年金労災雇
用保険等相談・相続相談の専門相談で構成されてい
る。それぞれの相談事業で相談にあたるのは、弁護
士・税理士・司法書士・社会保険労務士・行政書
士・土地家屋調査士・宅地建物取引主任者などの専
門知識を有する有資格者が担当している。市民の
様々な困りごとに専門家のアドバイスが得られるた
め市民の需要や期待度は高い。

補助
事業

□

140140

市民生活の中で発生する様々
な問題に対して、専門家から
の指導・助言により、問題解
決の方向性を見出す

相 談 応 募
者数

相談枠数

相 談 が 役
に 立 っ た
相 談 応 募
者 数 ／ 相
談 件 数
（ ア ン
ケ ー ト 調
査）

142

142

776

576 718

634

142

612 752

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 個

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名個別評価事務事業

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 施策体系外事務事業

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）指標

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

104 8 7.69 5 4 4

総務課長
坂東　正樹

□ □ （ 個 ） （ 個 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 106 3 2.83

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 個 ） （ 個 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 118 3 2.54

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 個 ） （ 個 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

738 738 100.41 3 3 3

総務課長
坂東　正樹

□ □ （ 箱 ） （ 箱 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 735 735 95.83

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 箱 ） （ 箱 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 767 767 96.72

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 箱 ） （ 箱 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

15,680 15,680 88.89 3 4 3

総務課長
坂東　正樹

□ □ （ ｋ ｇ ） （ ｋ ｇ ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 17,640 17,640 88.91

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ ｋ ｇ ） （ ｋ ｇ ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 19,840 19,840 76.10

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ ｋ ｇ ） （ ｋ ｇ ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

75 75 100 3 3 3

総務課長
坂東　正樹

□ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 75 75 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 75 75 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度)

要綱等

根拠
法令
等

補助
事業

要綱等

825

個-08

方向性：引き続き機器の性能や経費等について定期
的な見直しを行い、行政事務や市民サービスの向上
を図る。

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持
総務課
法務・文書担当

事務機器管理事務

825 697 1,522

給付
事業

□ 該当

要綱等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

1,036 1,036 679 1,715

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図
コピー機等の適切な管理を行
い、円滑な事務処理及び市民
等の利用に応える。

小平市 東村山市 清瀬市

機 器 の 故
障 等 の 発
生件数

機 器 の 故
障 等 に 対
す る 対 処
件数

機 器 の 故
障 等 の 発
生件数/機
器 の 故 障
等 に 対 す
る 対 処 件
数

825 825 673 1,498

政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的

東村山市

自主的 努力義務的

10

努力義務的

対象 事務機器及び事務機器利用者

手段
・

内容

行政事務及び市民の利用に支
障が生じないように、事務機
器の保守・管理を行う。

評価：機器のリースについては、全庁でのとりまと
め・長期継続契約を行うことで、費用の削減を図
る。
機器の性能や経費等について定期的な見直しを行
い、行政事務や市民サービスの向上を図る。

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

公印の管守、公印の使用確
認、公印事前押印の申請受理

要綱等

要綱等

新 調 ・ 改
刻 し た 公
印の割合/
公印総数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：「文書の真正性と公信力を証する」という公
印の意義を改めて周知し、厳重な管理と適正な使用
の徹底を図る。

その他（　　　　　　　  ）

現状維持

方向性：引き続き公印の厳重な管理と適正な使用の
徹底に取り組む。

576 576

その他（　　　　　　　  ）

542

22 50722

（市）公印規程

2 494 496

西東京市

意図
当該文書の真正性と公信力を
証する公印の厳重な管理と適
正な使用

小平市

529

10 489

有効性 効率性 達成度

その他（　　　　　　　  ）

公 印 の 総
数

個-05

総務課
法務・文書担当

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

公印管理事務
給付
事業

□

前年度において

示した方向性

個-06

総務課
法務・文書担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

（市）文書管理規程

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

対象
東久留米市公印管理規程別表
に定められた公印

西東京市

□

方向性：保管スペースの確保が課題となっている。
適正な文書管理を徹底するうえでも、文書管理シス
テムについて調査研究していきたい。

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

達成度

対象
文書のオキカエに伴い発生す
る保存文書

保 存 文 書
（ 保 存
箱 ） の 数
量

保 存 文 書
（ 保 存
箱 ） の 数
量

保 存 文 書
（ 保 存
箱 ） の 数
量 の 対 前
年比

手段
・

内容

文書のオキカエに伴い発生す
る保存文書を各課より引き継
ぎ、保存年限ごとに収納され
た文書保存箱を地下書庫に保
存管理している。

571 571

有効性 効率性

評価：確実な文書の管理を行い保管場所の確保に努
めるとともに、各主管課における適正な文書の管理
が行えるよう、情報提供を行う。
また、既に保管してある文書について、適正な保存
年限の精査・保存箱内の再確認等を行うことも必要
であると考えている。

0

現状維持

427 139

効率性

要綱等

方向性：引き続き廃棄文書の適正・確実な処理に取
り組む。

592 592

保存文書管理事務

要綱等

0

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
確実な文書の管理・処理（個
人情報等の適正な管理）

小平市 東村山市 清瀬市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0

その他（　　　　　　　  ）

373

（市）文書管理規程

指定管理 意図 確実な文書の廃棄処理

373

東村山市

個-07

総務課
法務・文書担当

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

保存文書廃棄事務
給付
事業

□

達成度

□ 該当

廃 棄 文 書
の数量

廃 棄 文 書
の 数 量 の
対前年比

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：各所管課に廃棄要領の周知徹底を図り適正・
確実な廃棄手続を行い、個人情報等の漏洩・流出が
起こらないよう処理業務を行う。

427

対象
文書引継ぎを受けた保存文書
で保存年限が満了した文書

廃 棄 文 書
の数量

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

有効性

努力義務的

小平市

自主的

清瀬市

該当

566

136 678

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

135 508

手段
・

内容

引継ぎを受けた保存文書のう
ち保存年限が満了した文書に
ついて、事業所において職員
が立ち会いの下で破砕・溶解
処理を行う。

542

該当

公 印 の 新
調 ・ 改 刻
数

499

清瀬市

該当

指定管理

2

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 個

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名個別評価事務事業

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 施策体系外事務事業

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）指標

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

0 0 0 － － －

総務課長
坂東　正樹

□ □ （ 件 ） （申請数） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 0 0 0

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （申請数） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 2 2 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （申請数） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

4 4 100 3 3 3

総務課長
坂東　正樹

□ □
（開催
数）

（開催
数）

（ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 4 4 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　）
（開催
数）

（開催
数）

（ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 8 8 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □
（開催
数）

（開催
数）

（ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

2 2 100 3 3 3

総務課長
坂東　正樹

□ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 2 2 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 0 0 ー

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

6 6 100 3 3 3

総務課長
坂東　正樹

□ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 4 4 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 4 4 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

有効性 効率性

□

行政区域の変更及
び廃置分合、証明
に関する事務

要綱等

0 0 0

給付
事業

□ 該当

要綱等

0

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0 494 494

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：
　地方自治法の規定による法定事務である。
（地方公共団体の区域の確認・確定）
　達成度については、行政境界の確認申請が無かっ
たため。

方向性：
　確認申請に基づき、適切に確定を行っていく。

達成度

確 認 申 請
件数

確認件数
確認件数/
確 認 申 請
件数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

地方自治法
0

地方自治法
0 3,262 3,262

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象 市議会

3,380 3,380

評価：
　法定事務である。

現状維持

給付
事業

個-10

小平市 東村山市

意図 行政境界の確定

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

小平市 東村山市 清瀬市

個-09

総務課
庶務担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 行政境界

補助
事業 手段

・
内容

・申請書収受→審査及び調査
→該当市及び施設管理課と調
整→現地立会い→行政境界図
面を基に確認協定書作成・決
裁→該当市と協定締結・証明
用申請書収受→審査、証明書
作成・決裁→交付

意図
法定事務（直接選挙で選ばれ
た代表の議会活動に対する一
連の法定事務手続）

□ 該当

要綱等

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

補助
事業

個-11

総務課
庶務担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 副市長、教育長

補助
事業 手段

・
内容

・退任があった場合退任届の
収受
・事務引継書調製
・選任については、同意を求
める議案を提出し議会の同意
を得る

163 163

有効性 効率性

□

議会の招集、議案
等の作成に関する
事務

要綱等

0

副市長・教育長の
選任・退任に関す
る事務

要綱等

0

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0 0 0

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：
　法定事務である。

方向性：
　円滑な就退手続を行う。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0 4,114 4,114

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

達成度

現状維持

169 169

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図 法定事務

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

清瀬市

副 市 長 、
教 育 長 の
選 任 ・ 退
任の件数

退 任 届 受
理 数 、 事
務 引 継 ぎ
数 、 議 案
提出数

適 切 に 事
務 処 理 を
行 っ た 回
数 ／ 副 市
長 ・ 教 育
長 の 選
任 ・ 退 任
件数

地方自治法
0

給付
事業

□ 該当

要綱等

地方自治法
0 163 163

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象
教育委員会、選挙管理委員
会、監査委員、農業委員会、
固定資産評価審査委員会

手段
・

内容

・退任があった場合の退任届
収受
・選任にあたっては、議案を
提出し議会の同意を得る
・関係機関への通知

評価：
　法定事務である。

方向性：
　円滑な就退手続を行う。

小平市 東村山市 清瀬市

教 育 委 員
会 、 選 挙
管 理 委 員
会 、 監 査
委 員 、 農
業 委 員
会 、 固 定
資 産 評 価
審 査 委 員
会 の 選
任 ・ 退 任
に 関 す る
件数

退 任 届 出
受 理 数 、
議 案 数 、
関 係 機 関
へ の 通 知
数

適 切 に 事
務 処 理 を
行 っ た 回
数 ／ 行 政
委 員 会 委
員 の 選
任 ・ 退 任
件数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

要綱等

0 169 169

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0 165 165

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図 法定事務

総務課
庶務担当

根拠
法令
等

方向性：
　円滑な市議会の運営に資する。

小平市 東村山市 清瀬市

市 議 会 開
催 数 （ 招
集数）

条 例 で 定
め ら れ た
定 例 会 及
び 臨 時 会
の 開 催 数
（ 招 集
数）

適 切 に 事
務 処 理 を
行 っ た 回
数 ／ 市 議
会 開 催 数
（ 招 集
数）

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

手段
・

内容

議会招集告示→議会に付議す
べき事案等の審査→議案等の
作成→議会開会7日前までに
議会送付

0

個-12

総務課
庶務担当

根拠
法令
等

補助
事業

行政委員会委員の
選任・退任に関す
る事務

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 個

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名個別評価事務事業

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 施策体系外事務事業

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）指標

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1 226 100 3 4 3

総務課長
坂東　正樹

□ □ （ 校 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1 205 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 校 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 1 165 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 校 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

0 3 ー － 4 －

総務課長
坂東　正樹

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1 2 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 0 2 ー

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

情報管理課
統計調査係

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

統計法 － 2 －

情報管理課長
浦山　和人

□ □ （ ） （ ） （ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ ） （ ） （ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ その他（　　　　　　　  ）

近隣市
状況

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市 □ その他（　　　　　　　  ） （ ） （ ） （ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,494 16 0.014 5 4 4

総務課長
坂東　正樹

□ □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,417 12 0.010

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 116,015 10 0.009

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

20,058

現状維持
28年度以降

方向性

5,532

方向性：統計法に基づく調査については、今後も継
続して事業を実施、効率的に事務執行をしていく。
　統計東久留米についても、今後も継続して作成し
ていく。市の面積の変更があったことに伴う対応が
必要である。

対象

意図

達成度

市内商工業事業所・農林業経
営体、市民

全数また
は抽出数
（調査内
容により
異なる）

調査客体
数および
調査票の
配布数
（調査内
容により
異なる）

調査客体
数および
調査票の
回収・回
答数（調
査内容に
より異な
る）

手段
・

内容

国勢調査、経済センサス基
礎・活動調査、住宅・土地統
計、就業構造基本、農林業セ
ンサス、工業統計、建設工事
統計、全国消費実態、商業統
計、全国物価統計、学校基本
調査及び市独自の統計東久留
米

189 17,633 23,140

有効性 効率性

評価：26年度は、25年度の「住宅・土地統計」が終了し、
25年度と同様の「工業統計」「建設工事統計」「学校教育
基本調査」のほか、新たに「全国消費実態調査」「農林業
センサス」「経済センサス基礎調査及び商業統計調査」を
実施した。これらは各種行政施策の基礎資料として活用さ
れるものであり、統計法に基づく法定受託事務のため、調
査方法、内容は厳格に定められており、市独自で事業の見
直しはできないが、効率的に事務を進めていく必要はあ
る。　　統計東久留米は、市の行政事務や市民サービスの
向上に寄与している。

5,507 5,318

前年度において
示した方向性 現状維持

個-15

根拠
法令
等

自主的

指定管理

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

補助
事業

□ 該当

基幹統計、その他
の統計調査に関す
る事務

要綱等

給付
事業

□ 該当

要綱等

義務的 努力義務的

14,062 16,353

207 14,319

2,291 2,134 157

5,739

国の基幹統計調査等を地方自
治体が行うことにより、実態
を明らかにし、各行政施策の
基礎的資料を得る。

個-13

総務課
庶務担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
市内にある私立専修学校及び
各種学校

補助
事業 手段

・
内容

法定事務（私立学校法及び地
方自治法に基づく東京都の特
例条例による事務処理）
・東京都からの通知文の周
知、統計等の調査依頼・集計
及び東京都への回答等・市内
の私立学校からの各種届出の
受理・審理

1,015 1,040

有効性 効率性

□

私立専修学校及び
各種学校に関する
事務

27 1,099 1,126

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
法定事務（東京都委託事務）
・市内の私立専修学校及び各
種学校の指導・監督

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度)

私立学校法、地方自治法、市町村における東京都の事務処理の特例に関する条例

25 25

要綱等

27

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

40 40 1,024 1,064

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：
　市内の私立学校からの各種届出の受理・審理（東
京都の特例条例による事務処理）を行うとともに、
東京都からの通知文の周知等を行うもの。

方向性：
　各種学校への情報提供等について、緊急時の場合
等における配慮を行っていく。

達成度

政 策 的(改正実施年度　　年度)

小平市 東村山市 清瀬市

市 内 の 私
立 専 修 学
校 及 び 各
種学校

東 京 都 か
ら の 通 知
文 等 を 、
市 内 の 私
立 専 修 学
校 及 び 各
種 学 校 に
通 知 し た
数 と 市 内
の 私 立 専
修 学 校 及
び 各 種 学
校 か ら の
各 種 届 出
を 受 理 ・
審 査 し た
数の合計

適 切 に 事
務 処 理 し
た件数

固定資産評価審査
委員会事務

要綱等

106 106 1,014 1,120

給付
事業

□ 該当

要綱等

審 査 会 の
開催回数

適 切 に 処
理 で き た
審査申出/
審 査 申 出
数

地方税法、東久留米市固定資産評価審査委員会条例

自主的 義務的 努力義務的

対象
固定資産税の納税者（審査の
申出及び決定の取消しの訴え
者）

手段
・

内容

（事務処理フロー）
審査申出→形式審査→書面審
査→実地調査（必要に応じ）
→口頭意見陳述（希望者）→
決定（棄却・容認）→通知
（審査申出人・評価庁）

評価：
　法定事務である。

個-14

96 96 815 911

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

方向性：
　審査申出があった場合は、適正な審査を行う。

小平市 東村山市 清瀬市

固 定 資 産
の 納 税 者
の う ち 、
審 査 申 出
及 び 決 定
の 取 消 し
の 訴 え 者
数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持
総務課
庶務担当

根拠
法令
等

補助
事業

個-16

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

314 314 823 1,137

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図

法定事務（固定資産課税台帳
に登録された価格に対する不
服について審査決定をし、市
民（納税者）の権利利益の救
済を図る）

総務課
法務・文書担当

根拠
法令
等

対象 市民、行政対象者の個人情報

補助
事業 手段

・
内容

個人情報保護条例の規定に基
づく開示請求により、東久留
米市の実施機関が保有する自
己の個人情報を開示するとと
もに、個人情報の開示請求の
処理状況を公表する。

245 296

有効性 効率性

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)
評価：各所管へ個人情報保護制度について周知徹底
を図り、情報漏洩防止や適正管理に努める。
また、目的外利用や外部提供についても十分留意
し、適正な事務執行を行う。

達成度

清瀬市

市 民 、 行
政 対 象 者
の数

個 人 情 報
の 開 示 ・
訂 正 請 求
の件数

開 示 ・ 訂
正 請 求 件
数 ／ 市 民
等の総数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

（市）個人情報保護条例
51 51

自主的 義務的 努力義務的

実施機関が保有する個人情報
の開示、訂正、利用の中止を
請求する権利を明らかにし、
個人の権利利益の保護を図
る。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

102 102 247 349

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：引き続き制度の周知徹底を図り、情報漏洩
防止や適正管理に努める

小平市 東村山市

個人情報保護制度
運営事務

要綱等

92 92 254 346

給付
事業

□ 該当

要綱等

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

意図

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 個

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名個別評価事務事業

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 施策体系外事務事業

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）指標

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,494 ― ― － 3 －

総務課長
坂東　正樹

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,410 ― ―

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 116,015 ― ―

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

16,387 16,096 98.2% － － －

総務課長
坂東　正樹

□ ■ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

東久留米市臨時福祉給付金給付事業実施要綱 ■ 特財の廃止（予定含） 未実施 未実施 未実施

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 未実施 未実施 未実施

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

49 35 4 5 4 4

秘書広報課長
渋谷　千春

□ □ （ 件 ） （ 日 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 58 35 2

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 日 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 54 35 1

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 日 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

367 1,390 26 5 3 4

秘書広報課長
渋谷　千春

□ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 187 896 21

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 465 1,100 42

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

21,196

20,908

9,789

9,801 11,107

11,407

個-19

秘書広報課
秘書係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

東久留米市表彰規則、東久留米市産業技能功労者表彰規定

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

達成度

対象

市の公益や文化向上に功績のあった
方、市民の模範となる方。市の産業の
発展及び技術の練磨や後進の育成等に
貢献した方。

表彰者数
事 前 審 査
の 延 べ 日
数

市 民 か ら
の 公 募 に
よ る 推 薦
件数

手段
・

内容

東久留米市表彰規則に基づ
き、候補者の推薦を依頼し、
表彰審査会にて決定、市制施
行日に顕彰する。

279 3,099 3,378

有効性 効率性

評価：市政への貢献者・功労者を顕彰することは、
表彰受章者だけでなく一般市民にとっても本市への
帰属感や一体感を感じていただく機会となる。

279

前年度において

示した方向性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

表彰式典事務

要綱等

444

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

市のために寄与・貢献してき
た市民を表彰することで、
「市民と行政の協働によるま
ちづくり」の意識を醸成す
る。小平市 東村山市 清瀬市

その他（　　　　　　　  ）

277

対象 市長及び各種団体等

理 事 者 が
市 民 や 各
種 団 体 と
意 見 交 換
や 交 際 ・
交 流 を
行 っ た 件
数 ( 市 長
分）

達成度

評価：市民に開かれた市政運営を行うためには市政
に関する十分な情報を提供し、市民の意見を聴く必
要がある。そのため市長が行政執行のために必要な
外部との交際・交流ができる環境を確保する必要が
ある。

444 3,211 3,655

方向性：式典のあり方については、表彰受章者がよ
り参加しやすく、一般市民にも身近に体験していた
だけるような環境整備を検討していく。

政 策 的(改正実施年度　　年度)

現状維持

理事者のスケジュール調整等
により、交際活動の環境を整
備する。（理事者用車両の運
行管理を含む）

意図

市民や各種団体への情報提供
や意見交換の機会を設けるこ
とにより、市政への関心を高
め市民に開かれた市政運営を
目指す。

9,597

効率性

その他（　　　　　　　  ）

手段
・

内容

理 事 者 の
ス ケ
ジ ュ ー ル
を 調 整 し
た件数(市
長分）

市 民 や 各
種 団 体 と
意 見 交 換
や 交 際 ・
交 流 を
行 っ た 件
数 ÷ ス
ケ ュ ー ル
を 調 整 し
た件数
(市長分）

東久留米市交際費運用基準

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

西東京市

指定管理

277 3,126 3,403

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

20,605

有効性

方向性：市長の交際活動のうち、交際費の支出内容
についてホームページで公表している。その他の活
動状況についての情報提供方法を検討していく。

9,597 11,008

9,801

9,789

個-20

秘書広報課
秘書係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

市長交際活動事業
給付
事業

□

清瀬市

該当

努力義務的

小平市

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度)

自主的

要綱等

有効性 効率性

廃止(完了･統
合含む)

要綱等

東村山市

努力義務的

対象 市民

手段
・

内容

市民に条例に基づき、市長か
ら資産等報告書等の報告を受
けて、７月１日より閲覧及び
ホームページに掲載する。
また、広報で閲覧できること
のお知らせを掲載する。

評価：
　市民と行政との更なる信頼関係の確立、協働体制
の進展等に資するべく、本制度（条例）の主旨に則
り、適正に事務を執行している。
　市のホームページにも資産報告書等を掲載し、広
く公開している。個-17

方向性：
　本制度（条例）の主旨に則り、引き続き適正に事
務を執行していく。

小平市 東村山市 清瀬市

市民数

資 産 報 告
書 等 の 閲
覧回数

(総務課
窓 口 及 び
ホ ー ム
ページ)

資 産 報 告
書 等 の 閲
覧回数/市
民数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持
総務課
庶務担当

根拠
法令
等

補助
事業

個-18

市長の資産等の公
開に関する事務

要綱等

0 21 21

給付
事業

□ 該当

要綱等

その他（　　　　　　　  ）

意図

任期中の市長の資産の状況等
を公開する措置を講じること
等により、政治倫理等の確立
を図る。

21,549 292,908

支 給 決 定
者数

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度27年度)

社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を
改正する等の法律、民法(贈与契約)、(市)東久留米市臨時福祉給付金給付事業実施要綱

271,359 271,359

・申請書（請求書）の交付
・申請書（請求書）の受付
・（不）支給決定通知の送付
・給付金給付

1,997 1,998

該当

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0 21 21

西東京市

政治倫理の確立のための東久留米市長の資産等の公開に関する条例
0

総務課
臨時福祉給付金担
当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

□ 該当

前年度において

示した方向性
廃止(完了･
統合含む)

28年度以降
方向性

（国）平成27年度臨時福祉給付金支給
要領

対象

自身及び自身を扶養している者
が平成26年度市民税（均等割）
が課税されていない者で、生活
保護制度の被保護者等となって
いない者

小平市 東村山市 清瀬市

申請者数

補助
事業 手段

・
内容

20 20

有効性 効率性 達成度

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：平成27年度臨時福祉給付金は平成27年10月～平成
28年9月の一年を対象期間とした消費税率引き上げによる影
響緩和の為の措置である。臨時福祉給付金は税制抜本改革
法において複数税率等の低所得者対策が実施されるまでの
間の暫定的・臨時的な措置として位置付けされていること
から、平成28年10月以降分についての方向性は、今後の複
数税率等をめぐる検討状況等を踏まえ、国の平成28年度予
算案の編成過程で検討し、決定されるものである。

臨時福祉給付金給
付事業

要綱等

1 1

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

消費税の引上げに際し、低所
得者に与える負担の影響に鑑
み、低所得者に対する適切な
配慮を行うための暫定的・臨
時的な給付措置を行う

■

支給率

自主的 義務的

評価：低所得者に対し消費税率引上げ（5%→8%）に
よる影響を緩和するため、国により制度設計がなさ
れ、各市区町村が主体となり実施する事業である。
平成25年度を準備期間、平成26年度に事業実施に至
る事業であり、実施に係る事務費も含め全額国庫負
担によるものである。

達成度

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 個

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名個別評価事務事業

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 施策体系外事務事業

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）指標

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

20,129 34 34 2 2 2

管財課長
久保田　嘉代子

□ □ （ ㎡ ） （ 箇 所 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 20,129 40 40

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ ㎡ ） （ 箇 所 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 20,129 38 38

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ ㎡ ） （ 箇 所 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

26 26 67 3 3 3

管財課長
久保田　嘉代子

□ □ （ 台 ） （ 台 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 26 26 67

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 台 ） （ 台 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 26 26 67

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 台 ） （ 台 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

103 134 134 4 3 3

管財課長
久保田　嘉代子

□ □ （ 件 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 87 126 126

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 86 120 120

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

68,670,574 862,615 3,508 4 3 3

会計課長
田之上　真

□ □ （ 千 円 ） （ 件 ） （ 数 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 76,292,253 996,926 3,193

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 千 円 ） （ 件 ） （ 数 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 56,082,856 602,676 3,684

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ （ 千 円 ） （ 件 ） （ 数 ）

収納金額
収 納 金 件
数

振 替 伝 票
及 び 更 生
伝票の数

公金（収納金、支払金、基
金）全体

収納された公金を、予算科目
に基づき財務会計システム等
に記帳する。支出命令に基づ
き、支払日・支払い方法別に
処理し、債権者へ支払う。現
金出納簿の確実な履行に努め
る。

公金の適正管理

4,778

4,779

達成度

個-24

会計課
出納係

32,119

26,383

26,623

27,3414,778

出納事務

小平市

給付
事業

補助
事業

その他（　　　　　　　  ）

その他（各区市町村）

要綱等

要綱等

指定管理

政 策 的(改正実施年度　　年度)

□

□

31,139

31,402

根拠
法令
等 地方自治法、同施行令、東久留米市会計事務規則

4,779

自主的 努力義務的

手段
・

内容

清瀬市

対象

意図

該当
方向性：同上

前年度において

示した方向性

有効性 効率性

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

評価：法令等に基づき適正に執行する事務であり、
現状を維持することが適切と評価する。なお、事務
事業評価の対象となるか、検討の余地がある。

4,756

義務的

東村山市

行政補完的(改正実施年度　　年度)

該当

西東京市

効率性

312,791 307,728

前年度において

示した方向性

12,577 0 12,577

東村山市

要綱等

小平市

意図指定管理 その他（　　　　　　　  ） 契約内容に即した施工の確認

12,577

要綱等

12,243

東村山市 清瀬市

該当

個-22

管財課
管財係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

車両管理事業
給付
事業

□

対象

該当

地方自治法、東久留米市車両管理規程

要綱等

要綱等

意図

小平市

□

15,253 20,712

自主的

清瀬市

5,497 14,449 19,946

有効性 効率性

28年度以降
方向性

説明欄：燃料費の削減及び地球温暖化対策に努め、
効率的な運用を実施する。

共用車

5,459

現状維持

車検・定期点検実施
効率的な使用に向けた管理
エコカー導入による省エネ実
施

意図

市庁舎機能の適正維持によ
り、市政業務・コミュニ
ティー事業等に、確実に対応
する。

該当

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

方向性：多くの車両が購入よりかなり年数が経過し
老朽化しているが、適切な車両管理を行うととも
に、計画的な車両の更新を行っていきたい。

努力義務的

6,031 6,031 14,547 20,578

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

共用車数

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

5,459

5,497

288,203

4,756

達成度

車検・点
検実施車
両数

共 用 車 の
利用率

前年度において

示した方向性
現状維持

現状維持

達成度

対象 本庁舎

建 物 及 び
設備

修繕箇所
不 具 合 対
応件数

手段
・

内容

電気設備点検・警備・駐車場
管理・清掃・昇降設備・電波
障害・施設修繕工事等。

14,449 327,240

有効性 効率性

説明欄：庁舎建設から年数が経過しているため、各
設備・機器の更新時期が既にきており、不具合の発
生が増加している。市庁舎は災害対策本部や災害時
の一時拠点であるため、公共性は高く、計画的に基
幹設備の更新を行っていく必要がある。
　本事業は、行政財産使用料等により財源充当（充
当額5,063,456円）されている。

292,230

283,981

5,063

4,038 288,192

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

個-23

管財課
検査担当

根拠
法令
等

自主的 義務的

補助
事業

公共工事検査事務

7 12,250

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

達成度

対象
契約金額５０万円以上の受注
者

契 約 金 額
５ ０ 万 円
以 上 の 工
事受注者

各種検
査、事務
打ち合わ
せ数

契 約 適 正
履行件数

手段
・

内容

公共工事の支出負担に向けた
確認事務として各種検査の実
施

12,152 0 12,152

有効性

評価：法令等に基づき適正に執行すべき事務であ
り、現状維持すべき事業と評価する。
　平成２５年度から嘱託員が事務を行っており、嘱
託員については人件費ではなく事業費に計上するこ
とから、平成25年度から人件費が減少し事業費が増
加している。

12,152

方向性：検査事務については、地方自治法及び東久
留米市検査事務規程に基づき、今後とも適正に執行
して行く方針である。

努力義務的

地方自治法、東久留米市検査事務規程

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

15,253 307,483

自主的 義務的 努力義務的

地方自治法、東久留米市庁内管理規則

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

要綱等

□ 該当

要綱等

給付
事業

□

個-21

管財課
管財係

根拠
法令
等

補助
事業

庁舎維持管理事業
給付
事業

小平市

7

東村山市 清瀬市

4,222 14,547 302,750

方向性：基幹設備の更新については、経常経費によ
る修繕工事ではまかないきれないため、検討を行い
計画的に設備更新を実施していきたい。

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

安全運転・効果的な使用によ
る適切な車両管理の実施

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 個

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名個別評価事務事業

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 施策体系外事務事業

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）指標

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

246 85,008 27 3 3 3

会計課長
田之上　真

□ □ （ 人 ） （ 枚 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 248 82,354 27

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 枚 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 176 84,289 29

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ （ 人 ） （ 枚 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

180 9 180 3 3 3

会計課長
田之上　真

□ □ （ 冊 ） （ 日 ） （ 冊 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 180 9 180

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 冊 ） （ 日 ） （ 冊 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 180 9 180

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ （ 冊 ） （ 日 ） （ 冊 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

674 1,712 72 3 2 3

産業政策課長
道辻　正信

■ □ （ 所 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

勤労市民共済会運営費補助金交付要綱 ■ 特財の廃止（予定含） 677 1,726 73

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 所 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 709 1,795 76

近隣市
状況

□ ■ □ ■ □ （ 所 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,712 0 0 － 3 －

産業政策課長
道辻　正信

□ ■ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

東久留米市勤労市民共済会生活資金融資要綱 □ 特財の廃止（予定含） 1,726 0 0

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 1,795 0 0

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

314

方向性：同上

現状維持

効率性

廃止(完了･
統合含む)

28年度以降
方向性

廃止(完了･統
合含む)

26 176

860 1,174

達成度

対象
市の歳入歳出決算書の調整及
び印刷製本事務

冊数
作 成 ・ 配
布日数

決 算 集 計
に 基 づ く
決 算 書 作
成 及 び 配
布

手段
・

内容

出納閉鎖後、決算帳票・事項
別明細書等を出力・整理・集
計し、担当各部署へ照会す
る。確認後、印刷製本（業者
委託）を行い、各関係部署へ
必要数を配布するとともに決
算書を整理・保管する。

296 852 1,148

有効性 効率性

評価：法令等に基づき適正に執行する事務であり、
現状を維持することが適切と評価する。なお、事務
事業評価の対象となるか、検討の余地がある。

296

281

意図 地方自治法第２３３条の遵守

281

個-26

会計課
出納係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

地方自治法、同施行令、東久留米市会計事務規則

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

決算書作成事務

要綱等

給付
事業

□ 該当

小平市

要綱等

西東京市

個-27

東久留米市勤労市民共済会生活資金融資要綱
150

該当

政 策 的(改正実施年度　　年度)

前年度において

示した方向性

意図

各課予算に基づく適法・適切
な予算事務執行を推進すると
共に、正当かつ合理的な事務
処理を図る。

小平市

その他（各区市町村 ）東村山市 清瀬市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

その他（　　　　　　　  ）

29

19,606

不 備 ・ 返
却 伝
票の割合

個-25

314

会計課
審査係

根拠
法令
等

補助
事業

伝票審査事務
給付
事業

□

19,608 19,637

清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：同上

地方自治法および同法施行令、（市）東久留米市会計事務規則
174

有効性 効率性 達成度

□

総 審 査 伝
票枚数

指定管理

現状維持
28年度以降

方向性

評価：法令等に基づき適正に執行すべき事務であ
り、現状維持すべき事業と評価する。なお事務事業
評価の対象となるか、検討の余地がある。

167

該当

167

努力義務的

174 19,432

20,137 20,304

義務的

対象 庁内伝票起票職員及び決裁者

伝 票 作 成
者数

行政補完的(改正実施年度　　年度)

東村山市

自主的

29

手段
・

内容

各課で予算に基づき事務執行
された支払伝票等全てについ
て､法令･規則等に違反してい
ないか､支払科目は適正か等
について審査する｡
疑義がある場合は、伝票を起
票した担当部署へ差し戻し、
正しい予算執行ができるよう
助力・助言する。

要綱等

要綱等

根拠
法令
等

補助
事業

意図
勤労市民共済会会員の生活安
定を図る。

25

150

利用者数

□ 該当

産業政策課
労政商工係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

勤労市民共済会管
理運営支援事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図 勤労市民共済会の自立

8,500

対象 東久留米市勤労市民共済会

東 久 留 米
市 勤 労 市
民 共 済 会
加 入 事 業
所数

会員数

自 立 化 に
必 要 な 会
員 数 に 対
す る 現 会
員 数 の 割
合 （ ※ 平
成 ２ ３ 年
度 よ り 会
費 ６ ０ ０
０ 円 に 増
額 し た た
め 基 準 と
な る 会 員
数 は ２ ３
６ ４ 人 へ
変更）

小平市 東村山市

■ 該当

清瀬市

個-28

産業政策課
労政商工係

自主的 義務的 努力義務的

勤労市民共済会生
活資金融資事業
（預託金）

給付
事業

175

有効性 効率性

前年度において

示した方向性

評価：中小企業で働く勤労者に対し総合的福祉事業
を実施することで、福利厚生の向上に資するもので
ある。

要綱等

7,125 612 10,112

有効性

指定管理 その他（補助事業　　　  ）

634 9,1342,125 6,375

達成度

6,375 9,118618

政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

勤労市民共済会運営費補助金交付要綱
9,500 2,375

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：国の補助金は平成２２年度で終了となって
おり、都の補助金は現在も継続されているが、平成
２３年度より事業の見直し、会費の増額を図ってい
る。会員数も減少傾向にあり、勤労共済会の自立に
向けたさらなる経費の削減など効率化が必要となっ
ている。

行政補完的(改正実施年度２６年度)

150

達成度

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度２６年度)

手段
・

内容

勤労市民共済会で実施してい
る生活資金融資制度の原資と
して２００万円を預託してい
る。

評価：直近の５年間について利用実績はない。

要綱等

150 25

要綱等
方向性：平成２６年度で本事業を終了する。

2,025

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

対象
東久留米市勤労市民共済会会
員

東 久 留 米
市 勤 労 市
民 共 済 会
会員数

生 活 融 資
申込者数

指定管理 その他（補助事業　　　  ）

2,000 2,000

8,500 2,125

補助
事業

■ 該当

中小企業等で自ら実施するこ
とが困難な総合的福祉事業を
実施し、勤労者の福祉向上の
ために設立された勤労市民共
済会の管理運営に関する経費
及び人件費に対する補助金交
付事務

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

883 1,164

前年度において

示した方向性

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 個

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名個別評価事務事業

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 施策体系外事務事業

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）指標

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

52,436 347 333 5 3 4

産業政策課長
道辻　正信

□ □ （ 世 帯 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 51,959 238 233

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 世 帯 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 51,578 140 129

近隣市
状況

□ ■ ■ ■ □ （ 世 帯 ） （ 件 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

2 13 100 3 3 3

産業政策課長
道辻　正信

□ □ （ ） （ 日 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 2 13 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　）
（ 業 者
数 ）

（ 日 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 2 13 100

近隣市
状況

■ □ ■ □ □
（ 業 者
数 ）

（ 日 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

24 6 9 1 3 2

産業政策課長
道辻　正信

□ □ （ 団 体 ） （ 団 体 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 21 10 12

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 団 体 ） （ 団 体 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 23 7 12

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 団 体 ） （ 団 体 ） （ 人 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

300 300 100 － － －

産業政策課長
道辻　正信

□ □ （ 個 ） （ 個 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 未実施 未実施 未実施

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ ） （ ） （ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 310 310 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 個 ） （ 個 ） （ ％ ）

89

根拠
法令
等

□ 該当

手段
・

内容

計量法に基づく事務で２年に
１度東京都による検査を補助
する。検査済シールを提供す
る。

86 86

補助
事業

現状維持

住宅増改築等工事斡旋事業実施要綱
0

対象
市民、東久留米市住宅増改築
等工事斡旋事業登録団体協議
会

世帯数 受付件数
工 事 内 容
に 満 足 し
た割合

87

小平市

□ 該当

方向性：今後も現状通り継続していく必要がある。

個-29

産業政策課
労政商工係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

住宅増改築等工事
斡旋事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

市民が住宅等の工事を行う
時、施工業者の紹介ができ、
また、市内業者の振興を図る
ことができる。 87

0

東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0

89

達成度

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

市と協議会の協定により、市
民が住宅等の修理、増改築等
が必要になった時、協議会を
通じて業者を斡旋する。

有効性 効率性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

要綱等

245 245

有効性 効率性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

0

対象 公衆浴場業者、市民

要綱等

公 衆 浴 場
数

薬 湯 の 日
の回数

公 衆 浴 場
を 利 用 し
て よ か っ
た と 感 じ
た割合

方向性：今後も現状通り継続していく必要がある。

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

公衆浴場業者が実施するイベ
ント（「薬湯の湯」等）の広
報周知等、及び東京都からの
周知文書の配布等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0

254 254

意図

イベント事業を広報やホーム
ページ等を通じ紹介し、公衆
浴場の存在を周知し、利用の
促進を図る。 247

0

達成度

評価：毎月１回（１２月は２回）「薬湯の湯」が実
施されていることを広報及びホームページにて広く
情報提供し、公衆浴場の利用者の増加に寄与するも
のである。これにより当該市内事業者の振興を図る
とともに市民の健康増進に資するものである。

個-31

産業政策課
労政商工係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

産業技能功労表彰
事務

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
市の産業の発展及び後進の育
成に貢献したという意識を高
める。 247

22

247

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

個-30

産業政策課
労政商工係

自主的 義務的 努力義務的

公衆浴場利用促進
事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

達成度

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

東久留米市の産業の発展及び
永年にわたり技能の練磨を積
み、また後進の育成に努める
等市民生活に貢献したものを
表彰する。

評価：市内産業の発展に貢献された方々を表彰し、
多くの市民にその功績を周知することは、産業振興
施策の一環として大きな意味がある。

要綱等

20 245 265

有効性 効率性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

産業技能功労者選考委員会運営要綱、東久留米市表彰規則
20

対象 東久留米市内の勤労者

推 薦 対 象
団体数

推 薦 団 体
数

推薦人数

19

0

20

要綱等

20 181 201

有効性

205

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

自主的 義務的 努力義務的

該当

要綱等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

19

0 00

意図
正確な計量器による市民生活
の安心、安全を図る。

186

個-32

産業政策課
労政商工係

計量器検査事業
給付
事業

□

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

達成度効率性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持
市内の計量器を所有する商
店、事業所

事 前 検 査
を 受 け た
計量器数

検 査 を 受
け た 計 量
器数

適 合 と 認
め ら れ た
割合

方向性：法に基づくものであるため改善の余地はな
い。

方向性：今後も現状通り継続していく必要がある。

32

評価：計量法（第１９条）に基づく計量器の定期検
査（２年に１回）である。

254 27622

279

小平市

補助
事業

計量法、同施行令
対象

根拠
法令
等

東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

32

評価：地元の顔の見える事業者に安心して工事など
を任せられるという利点から、市民の利用者が多
い、年２回広報にて情報周知を図っているが反響が
ある。市民に対して安心できる施工業者として市内
建設業者等を斡旋することにより市内産業の振興に
も資するものである。

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 個

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名個別評価事務事業

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 施策体系外事務事業

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）指標

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

0 0 100 3 5 4

産業政策課長
道辻　正信

□ □ （ 件 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 4 4 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 2 2 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,410 19,010 54,777 2 3 3

市民課長
島崎　律照

□ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,015 19,524 59,442

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ）
（ 件

）
（ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 114,355 20,307 60,943

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ）
（ 件

）
（ 件 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

101,781 5,261 37,057 2 3 3

市民課長
島崎　律照

□ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 101,369 5,625 39,946

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 99,754 5,254 39,688

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,410 242,330 20 3 1 2

市民課長
島崎　律照

□ □ （ 人 ） （ 千 円 ） （ % ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,015 213,577 21

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 千 円 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 114,335 193,503 21

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ 人 ） （ 千 円 ） （ ％ ）

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

方向性：現状の業務を行っていく

3,884

4,078 64,847 68,925

66,647 70,531

その他（　　　　　　　  ）
住民が身近な窓口で証明書の
交付等を受けられるようにす
る

小平市 東村山市 清瀬市

達成度

対象 連絡所を利用する市民

住 民 基 本
台 帳 登 録
人口(年度
当初）

市 民 税 等
の徴収額

連 絡 所 で
の 諸 証 明
書 の 発 行
件 数 ／ 総
発行件数

手段
・

内容

諸証明書の発行､公金収納業
務を行う

23,293 61,605 84,898

有効性 効率性

評価：平成１８年５月１５日に出張所を廃止し、連
絡所に移行した際に取扱業務の縮小を行っており、
再任用職員を中心とした運営により大幅なコスト削
減を果たしている。なお、平成26年度は、上の原連
絡所を移転した。

23,293

4,078

意図

個-36

市民課住民記録係
根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

東久留米市役所連絡所設置に関する規則

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

連絡所運営事業

要綱等

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

給付
事業

□ 該当

要綱等

指定管理

13,690 16,774

有効性 効率性 達成度

該当

印 鑑 登 録
等 の 処 理
件数

印 鑑 登 録
証 明 書 の
発行件数

前年度において

示した方向性

個-35

市民課
住民記録係

根拠
法令
等

補助
事業

印鑑登録事務
給付
事業

□

努力義務的

対象 印鑑登録をしようとする住民

１ ５ 歳 以
上 の 人 口
( 年 度 当
初）

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

申請に基づき印鑑登録証を交
付し、印鑑登録証明書を発行
する

方向性：法令に定められた事務につき、適法に事務処理
をしていく。

前年度において

示した方向性

有効性 効率性

その他（　　　　　　　  ）

その他（　　　　　　　  ）

要綱等

要綱等

指定管理

政 策 的(改正実施年度　　年度)

清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図

現状維持
28年度以降

方向性

評価：平成２０年６月より印鑑登録証明書発行事
務・印影登録廃止入力事務を委託し、人件費の削減
を図っている。平成２４年７月９日に施行される
「改正住民基本台帳法」により、外国人住民が住民
基本台帳に適用されるに伴い、適切な事務処理に努
める必要がある。（手数料 H26　7,411千円　　H25
9,724千円）

2,955

現状維持

指定管理

2,955 14,410 17,365

市民課
住民記録係

住民基本台帳事務

小平市

給付
事業

補助
事業

□

□ 該当

西東京市

該当

□

義務的

その他（　　　　　　　  ）

2,814

15,054

要綱等

要綱等

東久留米市印鑑条例
3,084

住民が財産等に係る諸手続き
を円滑に行えるようにする

小平市 東村山市

自主的

該当

242

2,814 14,810 17,624

方向性：法令に定められた事務につき、適法に事務
処理をしていく。

個-34

自主的

3,084

達成度

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

評価：平成２０年６月より住民票の写し等の証明書発行事
務・各種証明書の郵送業務の一部・住民異動データ入力事
務等を委託し、人件費の削減を図っている。平成２４年７
月９日に施行された「改正住民基本台帳法」により、外国
人住民の住民基本台帳適用や住民基本台帳カードの継続利
用など、適切な事務処理移行に努める必要がある。また、
住民基本台帳カードでも自動発行機のカードとして利用が
できるようになった。(手数料 H26　13,849千円　H25
15,258千円　Ｈ24 13,161千円）

82,138 97,893

住 民 基 本
台 帳 登 録
人口(年度
当初）

住 民 基 本
台 帳 異 動
及 び 更 新
の 延 べ 件
数

住 民 票 の
写 し 等 の
発行件数

住民及び５年以内に転出した
元住民

住民の異動情報を迅速･正確
に住民基本台帳に反映させる

住民が権利を行使し、義務を
履行できるようにする

15,296

14,568

15,755

231 14,337

244 15,511

101,758

88,862 103,430

86,462

根拠
法令
等 住民基本台帳法

義務的 努力義務的

手段
・

内容

東村山市 清瀬市

行政補完的(改正実施年度　　年度)

対象

意図

3,884

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：新たな出店や市への権限移譲により事務量
が増加する可能性もあり動向を見据えた対応が必要
である。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0

51 51

達成度

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

補助
事業

□
大規模小売店舗立地法に基づ
く事務は、東京都の事務では
あるが、事業者と近隣住民と
の調整が必要。一部事務取
扱。

評価：大規模小売店舗立地法に基づく事務である。

要綱等

28 28

有効性 効率性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

大規模小売店舗立地法、同施行令
0

対象
大規模小売店舗を立地する事
業者及びすでに立地している
事業者、市民

都 か ら の
意 見 聴 取
の件数

都 へ の 意
見 提 出 の
件数

意 見 を 提
出 し た 割
合

50

個-33

産業政策課
労政商工係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

大規模小売店舗立
地法事務

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

東京都と近隣住民との調整役
であるが、市としての要望な
どを都知事に述べることがで
きる。 50

0

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 個

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名個別評価事務事業

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 施策体系外事務事業

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）指標

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

33,744 40 802 4 3 3

市民課長
島崎　律照

□ □ （ 台 ） （ 組 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 33,866 41 734

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 台 ） （ 組 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 34,353 41 784

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 台 ） （ 組 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

34,218 4,933 25,405 4 3 3

市民課長
島崎　律照

□ □ （ 戸 籍 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 33,789 4,926 24,087

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 戸 籍 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 33,378 4,839 20,286

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 戸 籍 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

811 478 0.47 3 3 3

市民課長
島崎　律照

□ □ （ 枚 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1,047 453 0.45

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 枚 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 871 433 0.43

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 枚 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

10,242 65 1 3 3 3

市民課長
島崎　律照

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 10,304 68 1

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 10,210 81 1

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

86

13,906 90

効率性

評価：国からの委託金の範囲内で協力を行ってい
る。

16 16

42 58

自衛官募集事務

要綱等

16 16

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
自衛隊入隊を希望する住民に
応募についての情報を提供す
る

小平市 東村山市 清瀬市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

18 18

個-40

市民課
住民記録係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

自衛隊法

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

方向性：法令に定められた事務につき、適法に事務
処理をしていく。

個-39

住民が各種の申請手続きをパ
ソコンを通じて出来るように
する

小平市

公的個人認証を利用しようと
する市民

その他（　　　　　　　  ）

その他（　　　　　　　  ）

該当

該当

指定管理

市民課
住民記録係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

公的個人認証事務
給付
事業

□

2,162136

電 子 証 明
書 の 新 規
発 行 ＋ 更
新 件 数 ／
１ ５ 歳 以
上の人口

電 子 証 明
書 新 規 発
行 及 び 更
新件数

2,054

前年度において

示した方向性

対象

東村山市

41 57

有効性

40 58

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

□

電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

要綱等
方向性：法令に定められた事務につき、適法に事務
処理をしていく。

有効性 効率性

2,298

2,351

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：国における電子申告などの利用等に係るもの
が多いの現状である。情報化社会の実現において、
市においても電子申請等の利用項目の拡大を図る必
要があるものの、利用項目は少ない。（手数料 Ｈ
26　677千円）

自 衛 隊 入
隊 の 応 募
者数

応 募 者 数
／ 募 集 対
象人口

手段
・

内容

自衛隊員の募集についての記
事を広報ひがしくるめに掲載
する

現状維持

達成度

107 29

2,222

意図

努力義務的

清瀬市

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

達成度

対象

方向性：法令に定められた事務につき、適法に事務
処理をしていく。

募集対象年齢の市民

募 集 対 象
と な る 満
１ ８ 歳 以
上 ２ ６ 歳
以 下 の 市
民

東村山市

自主的

清瀬市

該当

2,194

申請に基づき認証鍵を設定し
電子証明書を発行する

要綱等

140 113 27

国民の親族法上の身分関係を
登録する。戸籍に基づく証明
を発行して、身分関係を公証
する。

その他（　　　　　　　  ）

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

住 民 基 本
台 帳 カ ー
ド の 新 規
発行件数

129 26

2,281 2,281

自主的

西東京市

58,337

14,184

103

個-37

市民課
住民記録係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

臨時運行許可事務
給付
事業

□

対象

要綱等

意図

小平市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

方向性：法令に定められた事務につき、適法に事務
処理をしていく。

努力義務的

0 2,468 2,468

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

市 内 の 自
動 車 登 録
台数

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

2,401

臨時運行許可を必要とする自
動車･二輪車の使用者

自動車の流通の拡大を図る

有効性 効率性 達成度

□ 該当

番 号 票 保
有数

臨 時 運 行
許可件数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：臨時運行許可の発行件数は１営業日平均で３
件程度であり、業務の効率化の効果が表れるような
改善策を講じる余地はない。

0

現状維持

道路運送車両法、東久留米市自動車臨時運行の許可に関する取扱規則
0

2,401

申請に基づき臨時運行許可証
を発行し仮ナンバーを貸与す
る要綱等

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

44,431

達成度

57,321

有効性 効率性

評価：平成２６年７月に戸籍システムがリプレイス
され端末台数も増えたため、より記載処理及び証明
発行が迅速化され、市民サービスの向上につながっ
た。
 （手数料、Ｈ２６・10,692千円，Ｈ２５・10,209
千円，Ｈ２４・10,398千円）

59,770

戸籍事務

要綱等

給付
事業

□ 該当

要綱等

小平市 東村山市 清瀬市

指定管理

政 策 的(改正実施年度　　年度)

対象 在籍者等

戸籍数
届 出 受 理
件数

戸 籍 等 証
明 発 行 件
数

手段
・

内容

届書に基づき戸籍の記載及び
管理。届書及び戸籍原本に基
づく証明書類の発行。個-38

市民課
戸籍係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

戸籍法、戸籍法施行規則

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度)

43,76213,559 86 13,473

意図

14,098 45,586

13,816

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 個

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名個別評価事務事業

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 施策体系外事務事業

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）指標

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

612 480 78 2 3 3

市民課長
島崎　律照

□ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 714 621 87

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 717 716 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,672 483 29 4 3 3

市民課長
島崎　律照

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1,614 442 27

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 1,562 183 12

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

5,103,000 1,806,229 35.4 2 3 3

福祉総務課長
保木本　健一

□ □ （ 円 ） （ 円 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 5,103,000 2,130,619 41.8

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 円 ） （ 円 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 5,103,000 2,330,257 45.7

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 円 ） （ 円 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,020 30 2.9 3 1 2

福祉総務課長
保木本　健一

□ □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1,029 29 2.8

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 995 27 2.7

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

特別永住者には「特別永住者
証明書」を、永住者等の中長
期在留者には「在留カード」
を発行する

1,450 1,0261,842 392

1,418 1,081

政 策 的(改正実施年度　　年度)

給付
事業

補助
事業

政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

市内の12葬儀社と協定を締
結、全社同額の料金設定をし
て市の指定葬儀社として承
認。申請してきた市民に市民
葬儀券を発行

給付
事業

補助
事業

1,010 1,111 2,542

2,869

方向性：法令に定められた事務につき、適法に事務
処理をしていく。

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

達成度

2,868

有効性 効率性

評価：平成24年7月9日に施行された「改正住民基本
台帳法」により、外国人住民が住民基本台帳に適用
され、同時に外国人登録法は廃止された。これによ
り登録事務はなくなるが、特別永住者証明書の交付
事務や居住地届出・変更経由事務などについては、
引き続き法定受託事務として行うこととなる。

89

174

現状維持

有効性 効率性 達成度

個-41

市民課
住民記録係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

住居表示の適正化
事業

給付
事業

□

自主的

新築の住居において、居住者
が住民登録できるようにする

その他（　　　　　　　  ）

中長期在留者住居
地届出等事務

要綱等

1,788 370

給付
事業

□ 該当

要綱等

個-42

市民課
住民記録係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

改正住民基本台帳法、出入国管理法、難民認定法

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度)

対象
住居表示の付定を受けようと
する住民及び法人等

西東京市

意図その他（　　　　　　　  ）

該当

住 所 付 定
件数

住 所 付 定
件 数 ／ 新
築 家 屋 の
件数

清瀬市

指定管理

小平市

意図

在留外国人の居住、身分関係
を明確化し管理を行うことで
行政サービス提供の基礎資料
とする

小平市 東村山市 清瀬市

新 築 家 屋
の 件 数
（ 木 造 及
び 非 木
造）

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

努力義務的

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

1,431 421

その他（　　　　　　　  ）西東京市

対象 当市に在住する外国人

174 4,034 4,208

住居表示に関する法律、住居表示に関する条例
179 179

該当

申請に基づき現地調査を経
て、住居番号を決定・通知･
住居表示案内板の交付を行う要綱等

要綱等

□ 該当

効率性 達成度

405 405

□

41 41

方向性：また市民葬祭制度の趣旨を考えた場合、市
が標準的な料金を示すため、市民と葬祭業者と契約
がスムーズになされ、現状で十分かと思われる。

小平市

現状維持
28年度以降

方向性

評価：住居表示台帳が経年化しており、台帳の更新
整備が求められるものの、現下の財政状況から現状
維持の状況が続いている。

3,832 4,011

意図

日赤の理念や事業を周知する
とともに、事業の財政基盤を
強化。また奉仕団の活動を活
発化させる。

方向性：日赤奉仕団の経済的、組織的自立を促し市
の事務的な関与の割合を徐々に下げていくことが望
まれる。

□

前年度において

示した方向性

89 4,147 4,236

方向性：法令に定められた事務につき、適法に事務
処理をしていく。

有効性

行政補完的(改正実施年度　　年度)

63

122

前年度において

示した方向性

東村山市

市 内 外 国
人 住 民 数
（ 年 度 当
初）

居 住 地 の
届 出 、 特
別 永 住 者
証 書 等 の
交付件数

処 理 件 数
／ 外 国 人
住民数

手段
・

内容

その他（　　　　　　　  ）

自主的 義務的 努力義務的

対象

（市）東久留米市市民葬儀実施要綱
0

要綱等

0

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

評価：市民にとっては比較的低額で葬儀を行うこと
ができるが、最近はさらに簡素な葬儀（火葬のみ
等）を望む市民も多い。市民葬儀券を発行している
のみで事業費はかかっていない。

達成度

63

要綱等

0

該当

要綱等

意図

標準的な葬儀費用を定める事
により葬儀費用の透明性を高
め、市民の経済的負担を少な
くする

該当

要綱等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0

小平市 東村山市 西東京市

効率性

411 411

407 407

個-43

福祉総務課
福祉政策係

根拠
法令
等

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

市内自治会を対象にした赤十
字活動資金（社資）の募金活
動。また赤十字デーのイベン
トや防災訓練時の炊き出し訓
練などを実施

評価：市の総合防災訓練では炊き出し訓練等に参加
し、地域の防災の取り組みに寄与している。

日本赤十字社協力
事業

(国）日本赤十字法
0

清瀬市

日赤東久留米奉仕団関連事業
と日赤社資募集

日 赤 都 支
部 で 定 め
た 東 久 留
米 支 部 の
社 資 目 標
額

東 久 留 米
支 部 の 社
資実績額

東 久 留 米
支 部 の 社
資 実 績 額
／ 日 赤 都
支 部 で 定
め た 東 久
留 米 支 部
の 社 資 目
標額

前年度において

示した方向性

有効性

個-44

福祉総務課
福祉政策係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
親族の葬儀をするにあたって
定額で行いたい市民

市 民 死 亡
者数

市 民 葬 儀
券発行数

市 民 葬 儀
券 発 行 数
／ 市 民 死
亡者数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

市民葬事業

東村山市 清瀬市 西東京市

□

□ 該当

122

その他（　　　　　　　  ）

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 個

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名個別評価事務事業

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 施策体系外事務事業

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）指標

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

12 12 100 3 4 3

福祉総務課長
保木本　健一

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 14 14 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 2 2 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

0 0 0 － 5 －

福祉総務課長
保木本　健一

□ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 3 3 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 3 3 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1 1 100 3 3 3

福祉総務課長
保木本　健一

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1 1 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 1 1 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

5 5 100 3 1 2

福祉総務課長
保木本　健一

□ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 3 3 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 9 9 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

該当

個-46

福祉総務課
福祉政策係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
住所・氏名不詳で、かつ引取
者がいない死体等

行 旅 病 人
死 亡 人 相
談件数

墓 地 埋 葬
法 も し く
は 行 旅 病
人 及 行 旅
死 亡 人 取
扱 法 適 用
件数

補助
事業

□

現状維持

現状維持

その他（　　　　　　　  ）

141

有効性

81

無拠出の老齢福祉年金等を受
給できる日本人との格差を解
消するための福祉的な給付金

方向性：在日外国人無年金者福祉給付金の対象者の
自然減により、消滅が予想される。

効率性 達成度

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

「火災見舞金及び見舞品支給
要綱」に基づき、火災被災者
に見舞金と毛布を支給

評価：被災者は精神的、経済的に大きな痛手を一時
的に負うことにから完全に廃止することはできな
い。

要綱等

60 60 50

120 120 40 160

有効性 効率性 達成度

補助
事業

□ 該当

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

120 120 41 161

小平市 東村山市

28年度以降
方向性

現状維持

個-48

福祉総務課
福祉政策係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 市内居住の火災被災者

火 災 に よ
る 建 物 損
壊 、 人 的
損 害 立 会
い件数

火 災 見 舞
金 支 給 件
数

火 災 見 舞
金 支 給 件
数 ／ 火 災
に よ る 建
物 損 壊 、
人 的 損 害
立 会 い 件
数

前年度において

示した方向性

110

清瀬市 西東京市

190 82 272

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

給付
事業

■ 該当

要綱等 （市）東久留米市火災見舞金及び見舞品支給要綱

28年度以降
方向性

墓 地 埋 葬
法 も し く
は 行 旅 病
人 及 行 旅
死 亡 人 取
扱 法 適 用
件 数 ／ 行
旅 病 人 死
亡 人 等 相
談件数 方向性：高齢化に伴い孤独死が増加しているが、人

間関係が疎遠になっているため親族が見つかっても
遺体の引取りを拒絶するケースが増えている。

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

該当

要綱等

評価：法律により手続きが定められており簡素化は
できない。平成26年度は取扱の行旅死亡人がなく、
無縁墓地の土地使用料のみかかっているため。（一
財）□ 該当

280

有効性

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

墓地、埋葬等に関する法律、
行旅病人及行旅死亡人取扱法
に基づき措置を行った。

956

給付
事業

□

補助
事業

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

高齢者1名の申請を受理し、
所得等審査の上、裁定の決定
をして年2回の給付を行う。要綱等

120

在日外国人無年金
者福祉給付金支給
事業

該当

要綱等
（市）東久留米市在日外国人等高齢者・障害
者福祉給付金支給要綱

意図

火災見舞金支給事
業

意図
被災者に見舞金と毛布を支給
し、見舞の意を表すとともに
当座の用に役立ててもらう。

指定管理

評価：対象者はごく少数であるが、本来は国が年金
法を改正し無年金在日外国人高齢者・障害者を救済
すべきである。関連団体からは増額の要求も出てい
る。

120 42 162

給付
事業

■

現状維持

（市）東久留米市在日外国人等高齢者、障害者福祉給付金支給要綱

その他（　　　　　　　  ）

190

（市）東久留米市火災見舞金及び見舞品支給要綱
60 60

方向性：被災者は精神的、経済的に大きな痛手を一
時的に負うことにから完全に廃止することはできな
い。

（国）行旅病人及行旅死亡人取扱法、（国）墓地、埋葬等に関する法律、
（市）行旅病人及び行旅死亡人の取扱いに関する規則

240 240 40

効率性 達成度

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0 44 44

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：平成27年度は第10回特別弔慰金の開始年で
あることから、事務量の増大が見込められる。

□ 該当

要綱等

個-45

福祉総務課
福祉政策係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

戦没者遺族等弔慰
金受付事業

要綱等

給付
事業

（国）戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法

補助
事業

□ 該当

現状維持
28年度以降

方向性

手段
・

内容

戦没者の妻・子・父母等や戦
傷病者の妻から弔慰金の申請
を受けて給付金を国債で代理
受領し、請求者に交付

評価：国の事業のため手続きが定められている。
戦没者の遺族の弔慰金の国債は、日本銀行代理店に
直接取りに行き、戦没者に渡すため、市の予算は
通っていない。

0 178 178

0

現状維持

163 163

有効性 効率性 達成度

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

843 403 150 290 165 1,008

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図

旅行中に倒れ療養の途のない
外国人に救護措置を、引取者
のいない遺体について火葬、
埋葬を行う。

要綱等

830 540

個-47

福祉総務課
福祉政策係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
外国人登録者で、日本国籍を
有していれば年金の無拠出制
度で年金受給できる者

在 日 外 国
人 無 年 金
者 福 祉 給
付 金 対 象
者

在 日 外 国
人 無 年 金
者 福 祉 給
付 金 支 給
者

在 日 外 国
人 無 年 金
者 福 祉 給
付 金 支 給
者 ／ 在 日
外 国 人 無
年 金 者 福
祉 給 付 金
支 給 対 象
者

前年度において

示した方向性

対象
戦没者の妻子、父母等や戦傷
病者の妻で、弔慰金の受給要
件に該当する者

市 内 在 住
の 戦 没 者
の 妻 ・
子 ・ 父 母
等 や 戦 傷
病 者 の 妻
で 、 弔 慰
金 の 受 給
要 件 に 該
当人数

市 内 在 住
の 戦 没 者
の 妻 ・
子 ・ 父 母
等 や 戦 傷
病 者 の 妻
の 弔 慰 金
の 申 請 件
数

弔 慰 金 の
申 請 件 数
／ 弔 慰 金
の 受 給 要
件 該 当 人
数

前年度において

示した方向性

行旅病人・死亡人
取扱事業

290 126

意図
対象者が住所地の自治体で申
請並びに国債を受領できる。

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 個

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名個別評価事務事業

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 施策体系外事務事業

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）指標

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

321 321 321 4 3 3

福祉総務課長
保木本　健一

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 302 302 302

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 301 301 301

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,494 365 83,704 4 2 3

健康課長
原田　祐子

□ □ （ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,417 365 77,382

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 117,432 365 90,829

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

78,688 3 170 2 3 3

健康課長
原田　祐子

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 79,137 3 199

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 78,443 3 192

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 人 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,629 921 _ － 1 －

健康課長
原田　祐子

□ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1,942 659 _

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 件 ） （ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ _ _ _

近隣市
状況

□ ■ ■ ■ □ （ ） （ ） （ ）

個-50

健康課
予防係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 全市民

補助
事業 手段

・
内容

保健センター、休日医科・歯
科診療所、子ども家庭支援セ
ンター、郷土資料展示室、社
会福祉協議会事務局、防災倉
庫、市民貸出施設、事務室等
の施設維持管理

4,976 60,182

有効性 効率性

□

わくわく健康プラ
ザ維持管理事業

要綱等

48,658 48,658 4,492 53,150

給付
事業

□ 該当

要綱等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

47,719 47,719 4,352 52,071

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：
保健センター、子ども家庭支援センター、準博物館
(郷土資料展示室)、社会福祉協議会の活動拠点、医
師会・歯科医師会・薬剤師会への事務所提供、防災
倉庫と、その有効性は十分発揮している。但し、所
在地が管内辺境に位置しているので効率性は劣る。
異種施設の宿命として連携に難あり達成度は中位と
考察する。

方向性：
本プラザ建設準備委員会で提案されていた如く、施
設・業務の本部を設けるべきと考える。

達成度

小平市 東村山市 清瀬市

住民基本
台 帳 登 録
人口(外国
人 登 録 者
を含む1月
1日現在)

年 間 開
館日数

年 間 延
べ 利 用 者
数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

東久留米市わくわく健康プラザ条例、地域保健法
55,206

給付
事業

□

意図

保健医療、地域福祉、児童福
祉、文化財、コミュニティ活
動の機能を持つ複合施設の維
持管理により、前記の活動の
場を提供確保する。

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

55,206

安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律第５条、
東久留米市献血推進協議会要綱

0 0 188 188

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象
16歳以上70歳未満の健康な男
女（体重制限あり）

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

_

健康課
予防係

評価：
血液は生命を維持するために必要不可欠であり、病
気・けがの治療で日々必要とされている。献血を実
施することで、献血事業の周知を図るとともに、献
血できる機会の確保ができる。

補助
事業

個-52

健康課
予防係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

・専用水道の報告の徴収・簡易専用水道の
報告の徴収・特定小規模貯水槽水道等の報
告の徴収・特定外小規模貯水槽水道等以外
の報告の徴収・飲用に供する井戸等の受理
（市が設置者として行う事務を除く）

補助
事業 手段

・
内容

・専用水道に関する事務
・簡易専用水道に関する事務
・東京都小規模貯水槽水道等における
安全で衛生的な飲料水の確保に関する
条例に規定する小規模貯水槽水道等の
衛生管理に関する事務に相当する事務
・飲用に供する井戸等の衛生管理指導
要綱に規定する飲用に供する井戸等の
衛生管理に関する事務に相当する事務

73 3,304

有効性 効率性

□

献血推進に関する
事業

要綱等

0

3,231 3,231

方向性：献血についての必要性・重要性を理解して
もらえるよう献血事業の周知・広報をし、より多く
の協力が得られるよう努める。

小平市 東村山市 清瀬市

16 歳 以 上
70 歳 未 満
市民

開催回数
献 血 し た
人

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

該当

0 197 197

手段
・

内容

年3回市民プラザホールで
オープン方式で赤十字血液セ
ンター協力実施。広報掲載、
庁舎内チラシ配布

_ _ _

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：地方主権推進一括法の制定に伴う水道法の改正等
により、平成２５年４月１日に東京都から水道法に係る
事務等が権限移譲されることとなった。東京都が「水道
事業の一元化」を推進してきた特殊性があること、新た
な技術職員の採用・育成や、施設・備品の整備が必要に
なること、更には、特別区や保健所設置市と衛生水準の
均衡が維持されることなどから、既に権限移譲されてい
る保健所設置市を除く２４市とともに、東京都に対し専
用水道事務等の事務を委託により、実施。

方向性：特別区や保健所設置市と衛生水準の均衡が
維持されるよう、東京都に専用水道事務等の事務を
委託し、実施する。

根拠
法令
等

指定管理 その他（日本赤十字社の協力で実施）

0 0 193 193

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

達成度

意図

専 用 水 道
等 の 状 況
報 告 受 理
等 の 実 施
件数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

地方自治法第２５２条の１４第１項、
東久留米市専用水道等の事務委託に関する規約

専用水道事務等の
事務委託

要綱等

2,589 2,589 80 2,669

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

専用水道、簡易専用水道、小
規模貯水槽水道等、飲用に供
する井戸等の衛生管理の確保
を図る。

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

献血の必要性を周知し、協力
を促す。

要綱等

個-51

小平市 東村山市 清瀬市

専 用 水 道
等 の 状 況
報 告 受 理
等 の 実 施
予定件数

評価：記念品は、プリペイドカードとしているた
め、扱いやすく利便性も高い。また、在宅者に対し
ては、平成22年度から民生委員に依頼し対面で贈呈
しているため、より敬意が伝わりやすい。

個-49

福祉総務課
高齢者福祉係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
満90歳到達及び満100歳以上
の市民

満 90 歳 と
100歳以上
の市民

祝 い 品 贈
呈対象者

補助
事業

□ 該当

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

満90歳到達と満100歳以上の
市民に記念品を贈呈するた
め、施設入居者は市で訪問
し、それ以外は民生委員に依
頼する。

現状維持

2,009 2,009 195 2,204

有効性 効率性 達成度

祝 い 品 を
受 け 取 っ
た人数

前年度において

示した方向性
現状維持

指定管理 その他（　　　　　　　 ）

1,932 1,932 187 2,119

小平市 東村山市 清瀬市

方向性：対象者の範囲については、これまで、徐々
に限定してきており、近隣市の状況も見守りたい。

要綱等

2,013 2,013

28年度以降
方向性

長寿の祝い事業

185 2,198

給付
事業

■ 該当

要綱等 （市）東久留米市高齢者慶祝事業実施要綱

意図 長寿者への祝意を表する。

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 個

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名個別評価事務事業

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 施策体系外事務事業

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）指標

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

4,823 6 4,823 3 3 3

都市計画課長
小原　延之

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 枚 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 4,961 6 4,961

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ 枚 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 5,051 6 5,051

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 枚 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,417 2 0 － 2 －

都市計画課長
小原　延之

□ □ （ 人 ） （ 基 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 115,840 2 0

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 基 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）■ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 116,067 2 0

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 基 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,417 0 2 － 3 －

都市計画課長
小原　延之

□ □ （ 人 ） （ 箇 所 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 115,840 0 0

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 箇 所 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 116,067 0 0

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 箇 所 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,494 5,487 45 4 3 3

道路計画課長
小林　徹雄

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,417 5,895 41

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 115,840 6,147 53

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

交通災害に対して、お見舞金
が支払われることにより事故
に遭遇した人の手助けとな
る。

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

市 民 人 口
（1月1日
現 在 、 外
国 人 登 録
者 を 含
む）

年 度 加 入
者数

見 舞 金 支
給件数

現状維持

個-56

道路計画課
道路交通計画係

根拠
法令
等

義務的 努力義務的

対象
市民（市内に住居し、住民票
又は外国人登録している者）

補助
事業 手段

・
内容

東京市町村総合事務組合規約
211 211

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

206 206 987 1,193

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：東京都市町村総合事務組合が運営する「ちょ
こっと共済」（東京都市町村民交通災害共済）は、
東京都全市町村の住民が会員となり、交通災害に
あった会員に対し、見舞金を支払うことにより、事
故にあわれた方を励まし、地域に助け合いの輪を広
げようとする相互扶助を目的とした制度であり、加
入及び見舞金請求の受付を行っている。昨年度の東
久留米市民だけでも約5,500人の加入者がおり、利
便性に寄与している。

方向性：交通災害が継続して発生している状況の
中、今後も継続していく。

達成度

要綱等

207 207

自主的

①加入申込書を各世帯に配布
し加入申込の受付(年間）
②見舞金の請求手続
③市内金融機関での窓口加入
手続きの推進
④街頭（市役所前）における
加入受付の推進

979 1,190

有効性 効率性

□

小平市 東村山市 清瀬市

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

交通災害共済事業

1,013 1,220

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

達成度

43 43

給付
事業

□

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

924 924 197 1,121

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

住居表示に関する法律
0 0 41 41

有効性 効率性

個-55

都市計画課
土地利用計画担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 市民、市を訪れる人

市 民 人 口
（1月1日
現 在 、 外
国 人 登 録
者 を 含
む）

街 区 変 更
箇所数

街 区 に 関
す る 苦 情
件数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

住居表示街区管理
事業

該当

要綱等

意図
市民及び市を訪れる人の利便
性が向上する。

方向性：今後は、主として団地建替えに伴う街区の
設定及び変更を予定している。

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

全市域の住居表示が昭和45年度
に完了した後、河川改修や都市
計画道路の整備により、街区が
分断されている状況がある。こ
れらを把握するため、平成16年
度に現況調査を実施したが、変
更による居住者への影響が大き
いため、団地建替えや区画整理
事業の施行により街区見直しを
図ることとする。

評価：街区を示した案内図が、昭和41年に作成され
たものであり、それ以降に整備された都市計画道路
などの情報が更新されていないことから、平成24年
度に新たに電子化による街区案内図の作成を行っ
た。
(注)有効性については、成果指標がネガティブな要
素であるため、前年度指標/今年度指標とする。

要綱等

490 64 554

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

個-54

方向性：市内に41カ所設置しており経年劣化したも
の等について今後も順次更新を進めていく。

小平市 東村山市 清瀬市

市 民 人 口
（1月1日
現 在 、 外
国 人 登 録
者 を 含
む）

設置数

住 居 表 示
街 区 案 内
板 等 に 関
す る 苦 情
件数

前年度において

示した方向性
自主的 義務的 努力義務的

対象 市民、市を訪れる人

手段
・

内容
住居表示街区案内板の設置

評価：街区案内板は、現在市内に41か所に設置して
いるが、設置後の汚損や経年劣化したもの、新設さ
れた道路等により地図の更新が必要なものについ
て、順次案内板を更新していく必要がある。

現状維持 現状維持
都市計画課
土地利用計画担当

根拠
法令
等

補助
事業

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

461 461 61 522

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

街区案内板設置事
業

要綱等

490

評価：東京都からの委託金（都営住宅使用申込書等
配布事務委託）で実施。(※H26は404千円、H25は
392千円、H24は371千円、H23は371千円、H22は474
千円)

201 201

個-53

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

0 0

住居表示街区案内板を設置す
ることにより、市民及び市を
訪れる人の利便性が向上す
る。

住居表示に関する法律
533 533 62 595

有効性 効率性 達成度

□ 該当

28年度以降
方向性

要綱等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

229 229 659 888

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図

都営住宅募集を広く市民に知
らせると共に、応募しやすい
ように市役所・連絡所で募集
案内を配布する。

方向性：東京都の募集計画に沿って実施される事業
であるため、今後も都の募集計画に沿って進めてい
く。

都 営 住 宅
入 居 募 集
案 内 を 取
り に き た
人数

都 営 住 宅
募 集 実 施
回数

応 募 案 内
の 配 布 枚
数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

872

652 853

有効性 効率性

676

達成度

196 196

都市計画課
計画調整担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
都営住宅への入居を希望する
市民

補助
事業 手段

・
内容

（都全体分）募集市報掲載、募
集案内配布、都住宅供給公社へ
配布状況報告
(地元割当分)募集案内作成、公
社へ案内サンプル送付、募集市
報掲載、申込受付、抽選番号発
送、公開抽選、抽選結果･資格
審査通知発送、資格審査、都市
整備局へ審査結果提出、合格通
知発送。給付

事業
□

□

都営住宅募集事務
事業

小平市 東村山市 清瀬市

該当

要綱等

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

東京都の事務処理の特例に関する条例第２条

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 個

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名個別評価事務事業

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 施策体系外事務事業

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）指標

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

35 16 19 5 2 3

環境政策課長
荒島　久人

□ □ （ 件 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 35 20 15

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 34 19 15

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 件 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

12 10 0 － 5 －

教育総務課長
遠藤　毅彦

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 31 27 0

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 47 28 0

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,623 30 19 － 1 －

生涯学習課長
市澤　信明

□ □ （ 人 ） （ 点 ） （ 冊 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1,725 0 0

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 点 ） （ 冊 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 2,444 29 33

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 点 ） （ 冊 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

西東京市 ー ー

生涯学習課長
市澤　信明

□ ■ （ 回 ） （ 回 ） （ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

圏域美術家展実行委員会補助金交付要綱 □ 特財の廃止（予定含） 1 1 628

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 回 ） （ 回 ） （ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 清瀬市 ー ー

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 回 ） （ 回 ） （ ）

ー ー

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

実行委員会への補助金（企画
調整課からの特命事業）

大都市周辺地域振興整備措置要綱
ー ー ー

有効性 効率性 達成度

■ 該当

要綱等

1,559 779

開催回数 開催回数
展 覧 会 見
学者数

780 1,057 2,616

ー

評価：―

方向性：―

前年度において

示した方向性
28年度以降

方向性

参加者数
東 久 留 米
市 の 展 示
書籍数

東 久 留 米
市 の 頒 布
書籍数 0 0

個-60

生涯学習課
文化財係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 圏域美術家展実行委員会

補助
事業

圏域美術家展実行
委員会補助事業

給付
事業

■ 該当

要綱等 大都市周辺地域振興整備措置要綱

意図

多摩北部都市広域行政圏協議
会内において持ち回りの展覧
会を開催し、美術作品に親し
む。

指定管理 その他（補助・助成金　  ）

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

個-59

生涯学習課
文化財係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
郷土誌フェアに訪れる市民・
都民

補助
事業

文化財出版物普及
事業

要綱等

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
東久留米市刊行の文化財資料
集等の普及

指定管理 その他（東京都市社会教育課長会主催）

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

22

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

（市）東久留米市文化財保護条例
15 15 90 105

有効性 効率性 達成度

手段
・

内容

東京都市社会教育課長会主催
の「多摩郷土誌フェア」を年
１回(２日間)実施、２８市町
村参加

評価：多摩地域の市町村が出版している文化財や郷
土史・自然に関する書籍の展示販売会を年１回行っ
ている。２６年度で２７回目で、事業への参加は任
意であるが、多摩地域全体の２８市町村の自治体が
参加しており、市民・都民への文化財保存普及啓発
の効果は大きい。２５年度から従来通りの書店の協
力が得られず、実質的な事務負担が大きくなってい
る。22

方向性：頒布書籍数は少ないが、文化財保護意識の
高揚を図るために今後も継続して参加していく。

15 15 84 99

努力義務的

対象
市内に居住する高等学校に在
学するもので経済的理由によ
り就学が困難な者。

手段
・

内容

毎年広報紙により周知を図
り、申請受付を行う。交付等
の審査は奨学金運営委員会に
おいて決定する。

評価：平成２６年度より高校授業料無償化となった
ことから、給付は平成２７年度で廃止予定。（貸付
は平成２６年度で廃止）

奨学資金助成事業

要綱等

2,335

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

2,245

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的

2,335 423 2,758

900 434 1,334

有効性

2,245 412 2,657

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図
高等学校等生徒の就学に係る
経済的負担の軽減を図る。

補助
事業

個-58

方向性：廃止の方向

小平市 東村山市 清瀬市

申請者数 給付者数
決 定 者 に
対 す る 退
学者数

前年度において

示した方向性
縮小

28年度以降
方向性

廃止(完了･統
合含む)教育総務課

庶務係

根拠
法令
等 東久留米市奨学金に関する条例

900

効率性 達成度

給付
事業

□ 該当

要綱等

（市）空き地の管理の適正化に関する条例
252 248

あき地管理指導事
業

要綱等

198 194 4 147 345

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

周辺の生活環境への影響(防
犯､害虫の発生)を防止する｡
所有者が自ら進んで除草に携
わり適正管理ができる状態に
なる

4 142 394

方向性：継続実施をしていきたい。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

201

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

あき地の所有者等に対して､
雑草の除去指導を行うととも
に､所有者等が自ら除草でき
ない場合は､市の委託業者に
よる代行を行う

評価：雑草等除去（草刈委託）は、所有者または管
理者からの委託納入金（平成26年度248千円、平成
25年度194千円、平成24年度197千円、）をもって委
託費の支出に充てている。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

197 4 140 341

有効性 効率性 達成度

個-57

環境政策課
生活環境係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 あき地の所有者

あ き 地 の
所 有 者 及
び 管 理 者
数

草 刈 の 指
導件数

自 己 処 理
件数

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 個

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

基本事業番号・名個別評価事務事業

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 施策体系外事務事業

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）指標

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

18,297 18,297 100 3 3 3

保険年金課長
佐川　公行

□ □ （ ） （ ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 18,794 18,794 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 19,187 19,187 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

75 1 14 1 3 2

施設建設課長
池上　浩一

□ □ （ 団 体 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 75 1 18

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 団 体 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 75 1 9

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 団 体 ） （ 件 ） （ 件 ）

個-62

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

東京都区市町村土
木関係技術管理連
絡協議会参加事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

施設建設課
工事係

東京都区市町村土木関係技術
管理連絡協議会参加自治体

東 京 都 及
び 区 市 町
村

開催回数

7

その他（　　　　　　　  ）

建設工事の適正かつ効率的な
執行の確保

7

7

達成度

31

評価：
 工事施工時事故防止に向けた安全対策や積算に使
用する各種基準類の改定並びに公共工事の品質確保
の促進に向けた取り組み等について情報を共有化
し、また、公共工事を適正に執行する為に連携を図
り、発注者間の協力体制を強化し、もって公共工事
の品質確保の促進に寄与するため有効である。

方向性：今年度も引き続き当該事業に参加する。

有効性

土木工事
発注件数

補助
事業

□

7

24 317

建設工事の適正かつ効率的な
執行の確保を図るために必要
な取り組みについて協議・検
討する。（各種基準類の改定
について、工事安全対策の取
り組み）

効率性

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

24

7 24 31

評価：法定受託事務として規定されており、被保険
者の年金受給権に結び付ける事業であるため内容の
変更はできない。窓口等の受付事務についても、年
金センター等への外部組織に照会・確認する作業が
必然的に生じている。法定受託事務に対し国庫委託
料は３８,７７３千円である。事業費の決算額は１
８,２０５千円であるため、差額の２０,５６８千円
は人件費相当分である。52,801

給付
事業

□ 該当

要綱等

自主的 義務的
前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持努力義務的

対象
国民年金加入対象者（原則、
２０歳～６０歳）

手段
・

内容

国民年金の加入・喪失、裁定
請求等受付及び年金事務所へ
の進達業務。

清瀬市

18,205 38,773

小平市 東村山市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

有効性 効率性 達成度

34,877

49,196

西東京市 その他（各市実施している。）

意図

法定受託事務として、国民年金に係る
加入・喪失等の異動処理及び裁定請求
の受理等年金事務所への進達事務を適
正に執行し、被保険者の正しい記録管
理に努め年金受給権に結び付ける。

方向性：すでに示されている年金生活者支援給付金
の支給や、被用者年金の一元化、受給資格期間の短
縮等の動向を鑑みながら、年金受給等に結び付くよ
う事業展開を図る。

31,289

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

国 民 年 金
第 １ 号 被
保険者数

国 民 年 金
に 係 る 加
入 ・ 喪 失
の 届 出 や
裁 定 請 求
人 数 （ 以
下 「 届 出
人 数 」 と
いう。）

進 達 人 数
／ 届 出 人
数

要綱等

17,924 31,241

国民年金法

□ 該当

根拠
法令
等

個-61

保険年金課
国保年金資格係

35,621 53,826

補助
事業

国民年金事業

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容要綱等

東京都区市町村土木関係技術連絡協議会要綱
対象

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

17,907 29,487

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市


